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「西日本大震災への備え」

－危惧される南海トラフ巨大地震と内陸地震の
被害軽減に向けて－

金田義行
香川大学 学長特別補佐

技術講演会 「近未来に迫る地震動と津波遡上」

太平洋プレート

フィリピン海プレート

海洋情報部資料
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日本周辺の地震活動

3
2012年5月9日より30日間の震央分布図 Hi-net自動処理震源マップ（防災科学技術研究所）より

ユーラシアプレート

フィリピン海プレート

北米プレート

東北地方太平洋沖地震

南海トラフ巨大地震

首都圏直下地震

南西諸島

日本海域地震

日本海溝、千島海溝

伊豆小笠原域

太平洋プレート

878年
相模・武蔵地震
M7.4

863年 越中越後地震

868年
播磨・山崎地震
M7クラス

867年 阿蘇山噴火

本震に続き一週間近く余震が
続き、大きな、地殻変動や、
場所により地下水の湧き出し
が発生したとの記述もある

巨大地震は周囲に歪をもたらす

4

-869年の貞観地震の場合-

887年
仁和地震 M8.0～M8.5
南海トラフ巨大地震

864年 富士山噴火

869年
貞観地震 M8.3～M8.6

津 波 堆 積 物 の
ボーリング写真

津波によって運
搬された砂層が、
泥炭層中に含ま
れている。

仙台平野で確認
した津波堆積物
の分布．

赤丸は貞観津波
による堆積物．
ただし，貞観地
震が発生した時
期の海岸線は，
現在の海岸線よ
り1km程度内陸
側に位置して い
たと考えられる．

資料：（独) 産業技術総合研究所

「日本三大実録」の解釈より
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NIED, Network Center for Earthquake, Tsunami and Volcano
主な地震の断層タイプ

○ 4/16 の地震（MJMA7.3） 以降に発生の地震
○ 4/16 の地震（MJMA7.3）より前に発生の地震

青井 NIED

青井 NIED

熊本地震前震による地震動

2016年4月14日21時26分, 深さ11km, MJMA 6.5

地表最大加速度 地表最大速度

青井 NIED
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熊本地震本震による地震動

2016年4月16日1時25分, 深さ12km, MJMA 7.3

地表最大加速度 地表最大速度

青井 NIED

1998年10月～1999年10月の日本列島の変動
国土地理院：http://mekira.gsi.go.jp/

日本列島の変動

http://mekira.gsi.go.jp/
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海底で起こった現象[地殻変動]

JAMSTEC 東北対応緊急調査による

地震発生前

地震発生後

日本海溝

日本海溝

9

液状化被害 (千葉県浦安、我孫子、潮来)

10

千葉県我孫子市 HPより千葉県浦安市 HPより

かたむく電柱

ふきだす砂

くずれた道路

千葉県潮来市

震源から約300kmも離れた場所でも被害
被害地域の多くは地下水が蓄えられた土地で
海や河川、田んぼなどの埋立地が多い。とびだす

マンホール

千葉
茨城
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南海トラフ巨大地震震源域

11

南海トラフ、首都直下、内陸地震の連動発生
• 1923年：大正関東地震

• 1943年：鳥取地震（内陸地震）

• 1944年：東南海地震（南海トラフ）

• 1945年：三河地震（内陸地震）

• 1946年：南海地震（南海トラフ）

• 1948年：福井地震（内陸地震）

• 1854年：伊賀上野地震

• 1854年：安政地震（南海トラフ）

• 1855年：安政江戸地震（首都直下型）

• 1703年：元禄江戸地震（関東地震タイプ）

• 1707年：宝永地震（南海トラフ）

• 49日後 富士山噴火
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南海トラフ巨大地震大津波の被害

•強震動被害

•長周期地震動被害

•液状化被害

•大津波被害

•火災被害（地震火災、津波火災）

•地滑り、海底地滑り、海底の改変

•がれき被害

•塩害、土壌汚染等

•火山活動による火山灰、溶岩流の影響

13

南海トラフ巨大地震大津波の被害2

•農業、水産業への被害

•製造業への被害

•国際物流産業への被害

• グローバル経済産業への被害

•地滑り、海底地滑り、海底の改変

•がれき被害

•塩害、土壌汚染等

•火山活動による火山灰、溶岩流の影響

14
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中央構造線／内陸地震の被害

•強震動被害
•長周期地震動被害
•液状化被害
•火災被害（地震火災）
•地滑り、土砂災害
•がれき被害
•多くの被災者，避難所
•長期的な経済被害

15

岡山の被害想定
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昭和南海地震被害 岡山気象台資料

ブロックモデル

西村氏（京大））
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〇熊本地震の教訓

・救済拠点県の被災: 香川県，岡山県？
・震度７の2回強動動被害：香川県／四国、瀬戸内沿岸域でのリスクは？

・広域なライフラインの被害、構造物被害：道路・物流の健全性は？

・これまで命の道でありその安全性が高いと考えられていた高速道路が

大規模斜面崩壊によって被災。

・河川、ため池等の護岸が液状化でダメージを受けている。

→ため池の健全性は？ 要点検

・2度の震度７を受けた耐震化構造物の被害、耐震化構造物の健全性評価。

・発生予測、余震の長期活動、終息時期の予測 → 科学としは難題ではあるが。

南海トラフ巨大地震，内陸地震の連動発生（数日～数年の時間差規模）

・震源域の拡大（熊本-大分、熊本西進、大分東進）→

中央構造線、南海トラフ巨大地震，内陸地震への影響？

・安否確認システムの必要性

・避難所運営の見直し→ 南海トラフ巨大地震の際はさらに深刻？

〇今後の課題(西日本大震災＊への備え）

・南海トラフ巨大地震震源域の監視と減災対応の点検

・内陸地震対応の点検

（地盤・地震動、液状化、地滑り等，流通経路の健全性点検）
・四国危機管理教育・研究・地域連携推進機構の役割強化

・四国連携のコンソーシアムの早期構築

・｢京｣コンピュータ等を用いた高度シミュレーション
・防災科研等との連携強化(コア拠点、ハブ拠点）

＊西日本大震災：防災科研 林理事長との会話で。
南海トラフ巨大地震大津波被害、内陸地震被害、火山噴火被害,

(地盤沈下、地表・海底環境改変、瓦礫被害等を含む）
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熊本地震周辺の過去の地震や現在の地殻活動

45

1968
(M7.5)

2016/4/1
(M6.1)

熊本-大分
内陸地震
(M7.3)

1662(M71/2-3/4)

南海地震

東南海地震

・内陸被害地震：1596年豊後・伊予・伏見
・熊本-大分の内陸地震発生
・MTLなどブロック境界での相対変位~1cm/yr
・周辺ブロック境界での応力再配分
・過去の被害地震再来を想定する必要

・1662年や1968年の日向灘の被害地震
（震度６、津波被害）
・内陸地震と日向灘地震の同期？
・SSEの繰り返し、VLFの活発な活動
・日向灘や南海地震の準備過程の進行
・1968年日向灘再来→南海地震誘発の可能性

1596慶長豊後

鹿児島県
西方沖
地震
(M7.0)

1596慶長伊予

1596慶長伏見

南海トラフのすべり欠損の推定

22

(JCG Yokota et al., Nature  in press)

陸域データのみの解析結果 海域観測データも加えた解析結果

東海沖と足摺沖の固着が強く、紀伊半島沖が弱いのであれば、
過去の紀伊半島沖からの破壊（固着が弱い地域）が説明しやすい
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②拡大想定震源域上限のマッピング：高精度地震探査

前縁断層より海側の変形フロントを確認

想定される津波の最大波高を予測するためには，
拡大された想定震源域の海側上限の検証が必要

前縁断層
変形フロント

四国沖調査

海底からプレート境界まで連続性のある断層＝前縁断層
プレート沈み込みによる変形の開始点＝変形フロント

陸側プレート堆積物

海洋プレート堆積物

海洋プレート

拡大想定震源域上限と
変形フロントは概ね一致

構造断面

様々なシナリオでの地殻変動

尤度に比例した
「重み」をかける

データに近い所で
確率密度高

事前確率 × 尤度 ∝ 事後確率

地震後の余効すべりの
伝播の仕方の違い

東海（東南海）地震後の南海地震発生時期の予測

逐次同化手法の有効性の数値実験による検証

「重み」の時間発展

予測結果（平均＆標準偏差）

データが増えるに従って
真の値（←）に近づく
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南海トラフ震源モデル構築・シナリオ研究：銭州海嶺近傍の調査研究等の必要性南海トラフ震源モデル構築・シナリオ研究：銭州海嶺近傍の調査研究等の必要性

1854年
安政東海地震

想定東海地震1944年昭和
東南海地震

1854年
安政東海地震

1944年昭和
東南海地震

(a) 昭和東南海地震の割れ残り
想定東海地震？

(b) 安政東海地震の割れ残り
昭和東南海地震？

どちら？どちら？

発生間隔が90年と短くても東南海地震が発生
現在すでに70年以上が経過

昭和の東南海地震は安政東海地震の壊れ残りが破壊
1854年から160年以上経過

東南海、東海地震の新たな地震像

25

Hoei Tsunami heights in Setouchi region

5

Tsunami/m

RSGDXによる地震サイクル計算（地震課題）

シナリオ

JAGURSによる長時間津波計算（津波課題）

瀬戸内海の津波を
説明するには深部

すべりによる沈降
が必要

◎ーー深部すべりが調和的
◎ーー浅部すべりは影響無

(➥地震発生帯のみーーと同じ)

和
泉

堺大
坂

明
石

内
海

赤
穂

神
崎

高
松

丸
亀

福
山

因
島

徳
山

吉
田

宇
和

島

Hyodo et al. (2014, EPS)

宝永地震の際の津
波では，太平洋岸
だけでなく，大阪や
瀬戸内海でも津波

による被害があっ
た
それを説明する

シナリオを地震・津
波の連成で検討

（海溝型地震シナリオ→津波＋内陸地震）
地震津波連成シミュレーションによる瀬戸内海津波被害評価
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瀬戸内海の津波シミュレーション

JAMSTEC

基盤構造（大阪平野） 基盤構造（関東平野）長周期地震動の一次卓越周期

（内閣府資料による）

長周期地震動の生成条件（１）
堆積平野、厚い堆積層

古村孝志（東京大学）
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震源スペクトル（速度）
大地震の震源より、長周期成分が強く放射
浅い地震では表面波が強く生成

【伝播】

【増幅】

【被害】
長大構造物が共振、被害周期（秒）

速
度

長周期成分
急激に増大

震源

表面波 増幅 共振

基盤岩

堆積層

長周期地震動の生成条件（２）
長周期地震動のメカニズム

【発生】

波長の長い長周期地震動（表面波）は遠距
離伝わっても弱まらない

平野の厚い堆積層に共鳴し、強く増幅

古村孝志（東京大学）

★ 南海トラフの地震と長周期地震動

・伝播経路（付加体）で表面波が発達

・長い、大きな波群が形成

長周期地震動の生成条件（５） 伝播経路の影響

古村孝志（東京大学）
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科学・技術の統合
地震発生現場での観測

早く伝える
リアルタイムデータの活用

31

省ら将来の地震発生シナリオが絞り込めない場合でも
備えるべきことは山積している。

支配方程式：
非線形長波理論

数値解法：
平面２次元差分法

・地形データ：
国土地理院DL版(5m, 10m)

・動画長さ：6時間
・JAGURS-D_V0174使用

津波シミュレーション 南海トラフ沿い広域図

馬場俊孝（海洋研究開発機構）

地形分解能：４５０ｍ格子
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DONETの利活用 ー尾鷲津波浸水予測ー

＊入力波高に対する津波増幅率を事前に
シミュレーションで計算しておき、リアルタイ
ムデータに従って1秒毎に津波高・到達時
刻・浸水マップを更新

表示時間は100倍の速さにしている

33和歌山県はこのシステムを導入

G3

先端ハザードマップ(日本新宿)

34

都市課題シミュレーション

堀宗朗（東京大学地震研究所）
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35

東日本大震災(大津波）
熊本地震(強震動）の教訓を活かす

南海トラフ巨大地震は強震動、大津波の複合災害

１）減災対策の再点検→災害連鎖、2度の強震、流通経路遮断等

２）四国の道路・高速道，鉄道の健全性の点検、復旧避難所運営

３）連動、誘発地震シナリオ対策の点検

４）人材育成の必要性(災害前、災害時、災害後）
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１．冗長性、代替性を持った（redundancy）
◆どんな状況に至ろうとも対応手段が皆無にならないように、事前に
対処方法や仕組みを二重化・三重化

◆バックアップオフィスの確保、東日本大震災時の「くしの歯作戦」など

２．何が起きても致命的破壊に至らない（robustness）
◆一つ一つのシステムが完全に麻痺したり機能不全に陥ったりしない
◆地震による大きな揺れがあったとしても瞬間的には倒壊しない

３．粘り強く復元可能な（resiliency ,tenacity）
◆一つ一つの要素が破壊されるプロセスに粘り強さを
◆被害の拡大が遅れて進行するように誘導、現象をしなやかに受け流す

４．融通が利き順応性を持った（elasticity）
◆その時々の事態に合わせて柔軟かつ臨機に最善の方法を選択
◆平常時からの防災教育等のソフト対策

５．安全・安心を与えてくれる（securing safety）

→ 「幅を持った」社会システムの構築を 37

「幅を持った」社会システムの構築を

社会資本

・上下水道
・公園
・教育文化施設
・福祉施設

生活基盤

交通基盤

通信基盤

エネルギー生産基盤

保全基盤

その他施設

・道路
・鉄道
・港湾
・空港

・電話
・コンピュータ通信

・石油
・ガス
・電力等の生産
と供給

・オフィス街
・農林水産施設
・工業団地
流通施設

・河川
・砂防
・海岸施設

・清掃工場
・廃棄物処理場
・火葬場

38

命を守り、便利で豊かな生活を支えている社会資本

越智国土地理院長 資料
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出典：国土審議会 今後の水資源政策のあり方について 中間とりまとめ 参考資料 39

【幅の持った社会システムの概念】

○システム全体としては、機能不全に陥らない柔軟・臨機応変・包括的に対応するため、個々の施設や取り組

み同士が十分に連携しあうことによって、「幅」を持たすことが重要である。

○個別最適と全体最適、全体最適の視点間の両立にあたっては、調整するための幅が必要である。

幅を持った社会システムの構築

減災科学の概要

被害軽減
復旧復興
人材育成

社会学

理学

教育学

心理学

経済学

工学

情報学

法学

文学行政
政治学

医学
薬学

農学

地理学
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四国の課題、瀬戸内の課題２

・香川県は四国の減災拠点かつ被災県の認識も

(四国地整、四国内有力大学との連携強化）

・香川大は四国の減災シンクタンク拠点→新機構の貢献

(危機管理・強靭化・減災科学を推進する組織）

・海域のリアルタイム観測データの利活用

減災科学：

理工学、社会科学、社会学、経済学、医学、心理学等の減災科学による

人材育成・地域強靭化施策の推進

41

次ぐに。。

42

IECMS 四国危機管理教育・研究・地域連携推進機構

天災は忘れたる頃来る
寺田寅彦先生

日本は地震・津波・火山噴火多発国であり、
忘れなくてもこれらは必ず発生する。
過去にはこれらの自然災害が多発した時代も

被害軽減のためには、備えの減災科学の進展、
地域強靭化の推進が必要不可欠である。


